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４ 議事【協議事項】 

（１）副会長の互選について 

  姶良市空家等対策協議会条例第５条第２項に基づき、副会長を互選するもの。 

 

 

【参考】姶良市空家等対策協議会条例 

第５条 協議会の会長は、市長をもって充てる。 

２ 協議会に副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 
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議事【報告事項】 

（１）令和７年度事業報告について  

【会議等】 

 日 付 事  業  内  容 

令
和
７
年 

６月３日 

（火） 

●第１回空家等庁内対策連絡会（作業部会） 

【議事・報告事項】 

（１）令和６年度事業報告について      

（２）適切な管理がされていない空き家への対応実績について 

６月 16 日 

（月） 

●第１回空家等庁内対策連絡会 

【議事・報告事項】 

（１）令和６年度事業報告について      

（２）適切な管理がされていない空き家への対応実績について 

７月 15 日 

（火） 

●第１回空家等対策協議会 

【議事・報告事項】 

（１）令和６年度事業報告について      

（２）適切な管理がされていない空き家への対応実績について 

10 月９日 

（木） 

●空き家バンク制度意見交換会 

出席：鹿児島県宅地建物取引業協会会員・全日本不動産協会鹿児島本部会員 

【議事】 

（１）空き家バンク事業実績について 

（２）関連事業実績について  

令
和
８
年 

１月 30 日 

（金） 

●第２回空家等庁内対策連絡会（作業部会） ※書面協議 

【報告事項】 

（１）空き家セミナー及び空き家相談会の実績報告について 

【協議事項】 

（１）令和 8 年度事業計画（案）について 

１月 19 日 

（月） 

●第２回空家等庁内対策連絡会 

【報告事項】 

（１）空き家セミナー及び空き家相談会の実績報告について 

【協議事項】 

（１）令和 8 年度事業計画（案）について 

３月 17 日 

（火） 

●第２回空家等庁内対策連絡会 

【報告事項】 

（１）空き家セミナー及び空き家相談会の実績報告について 

【協議事項】 

（１）令和８年度事業計画（案）について 
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【啓発・研修等】 

 

 日 付 事  業  内  容 

令
和
７
年 

３月 12 日（木） 空き家啓発チラシの作成完了、納品（37,000 部） 

４月 15～25 日 固定資産税納税通知に空き家啓発チラシを同封（約 37,000 部） 

4 月 30 日（水） 株式会社クラッソーネ 事務協議 

６月 26 日（木） 
出前講座「空き家対策・空き家バンクについて」 

会場：錦江団地自治会公民館 

７月７日（月） 所有者不明土地等説明会 

７月９日（水） 
あいらびゅーFM 出演 

空き家セミナー及び個別無料相談会開催について周知 

７月 26・27 日（土・日） 
空き家セミナー＆個別無料相談会（イオンタウン姶良） 

委託：NPO 法人結の夢来人・絆プロジェクト 

７月 29 日（火） 
令和７年度 鹿児島県・市町村住宅政策協議会 

主催：鹿児島県土木部建築課住宅政策室 

８月４日（月） 
かごしま空き家対策連携協議会研修会 

主催：鹿児島県土木部建築課住宅政策室 

10 月 15 日（水） 
広報誌 10 月号に空き家特集掲載 

協力：安庭不動産、ひがし不動産、鹿児島地方法務局霧島支部 

10 月 23 日（木） 
空き家利活用の停滞を突破する新たな流通型スキーム実装ウェビナー 

主催：株式会社ネクストウィル 

11 月 19 日（水） 
令和７年度姶良・伊佐地域共生・協働、中山間、空き家対策合同会議 

主催：姶良・伊佐地域振興局 

12 月６日（土） 姶良市空き家個別無料相談会（あいらスクエア） 

12 月 15 日（月） 
「自治体向け空き家対策の手引き」解説セミナー 

主催：全国空き家対策推進協議会 

12 月 17 日（水） 

「空き家対策関係法令のポイント」 

-空き家対策特別措置法並びに所有者不明土地等を解消するた

めの法令の内容について- 

主催：全国空き家対策推進協議会 

12 月 24 日（水） 

【横浜市×八王子市×羽曳野市】 

今日から実践したくなる空き家対策の最先端セミナー 

主催：株式会社クラッソーネ 
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 日 時 事 業 内 容 

令
和
８
年 

１月８日（木） 
全日ラビ―空き家相談ネットワークの仕組みと活用方法 

主催：全国空き家対策推進協議会 

２月５日（木） 

新制度活用事例勉強会 

（空家等活用促進区域・空家等管理活用支援法人） 

主催：全国空き家対策推進協議会 

２月６日（金） 
新制度活用事例勉強会（財産管理制度） 

主催：全国空き家対策推進協議会 

３月２日（月） 

懸案事項についての弁護士相談 

相手方：弁護士法人照国総合事務所 本多弁護士 

蒲生校区コミュニティ協議会との意見交換会 

相手方：蒲生校区コミュニティ協議会 

３月 12 日（木） 
懸案事項について裁判所と協議 

相手方：鹿児島地方裁判所加治木支部 
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【空き家調査関係】 

時 期 内 容 件 数 

通
年 

空き家に関する相談・問い合わせ全般 

184 件 主
な
内
容 

・所有者等からの空き家の方針についての相談 

・低未利用土地の長期譲渡所得の 100 万円控除 

・譲渡所得の 3000 万円特別控除 

・ランク付けに至らない程度の空き家に関する相談 

など 

相談のあった適切な管理が行われていない空き家等に関する措置 

69 件 
措
置
の
流
れ 

市民等からの相談・苦情 

↓ 

外観調査 

↓ 

所有者等の調査 

↓ 

所有者へ通知発送 

 

 

【対応中のランク付け物件（全体）】 

令和５年度～令和７年度末時点 

 

 Ａ Ｂ Ｃ 判定不能 解決済 保留 

姶良 ０ ４４ ９ ６ １５ ３ 

加治木 １ ２３ ５ １ ８ ３ 

蒲生 １ １６ １ ０ ６ １ 

合 計 ２ ８３ １５ ７ ２９ ７ 

 
１０７ ３６ 
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【令和７年度に解決した案件】※事案発生は、令和７年度以前を含む 

内 訳 件 数 備 考 

解体 ９件 内）危険空き家解体補助活用４件 

売却 ３件 競売・不動産仲介など 

伐採 １件  

応急措置 ４件 災害対応など 

その他 １件 施設入所中につき空き家状態であったが、その後居住を確認 

合 計 18 件  
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令和７年度関連事業報告
●空き家バンク ●ふるさと移住定住促進補助金 単位：円

●危険空家解体補助 単位：円 ●空き店舗活用事業補助 単位：円

資料：建築住宅課

資料：商工観光課

●相続した空き家の譲渡所得の3000万円特別控除について
●低未利用土地等の譲渡に係る100万円控除制度
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議事【協議事項】 

（１）「姶良市第３次空家等対策計画・所有者不明土地対策計画」素案について                      

「姶良市所有者不明土地対策計画（素案）」について、現行の「第３次姶良市空家等対策計

画（令和７ 11年度）」を一部改訂し、同計画内に包含して運用する。 

 

【理由及び根拠】 

１ 国の公式方針（一体的推進）への合致 

・国土交通省が令和６年に示した「空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総合的推

進」の方針及び同省の計画作成手引きにおいて、「既に空家等対策計画を作成している場

合には、これを改定して所有者不明土地対策計画の記載事項のうち必要なものを追記す

ることで、両対策を兼ねる計画とすることも可能である。」と明記されている。 

 

 

２ 計画期間の完全な一致と行政コストの削減 

・本計画（素案）の終了時期（令和12年３月）は、現行の「第３次空家等対策計画」の終了

時期（令和11年度末＝令和12年３月）と完全に一致している。 

・同じ担当部署において、終了時期が全く同じ２つの法定計画を別々に進行管理・改訂・評

価することは、事務手続きや協議会運営、印刷コスト等の「二重投資」となり、行政経営

の効率化（ＤＸ・行政改革）の観点から合理的ではない。 

 

３ 市民・事業者に対する窓口のワンストップ化（利活用・啓発） 

・所有者不明土地対策についても「空き家バンク等を活用したマッチングや相談窓口の整

備」が掲げられている。 

・相談に訪れる市民や民間事業者にとって、対象が「空き家（建物）」か「空き地（土地）」

かは判別しにくく、計画を分けることは窓口の縦割りやたらい回しを生む原因となる。 

・計画を包含し、「空家・空き地総合相談窓口」として一元化する方が住民利便性に寄与す

る。 

 

４ 法執行・行政処分の整合性（適正管理・所有者探索） 

・管理不全に対する「指導・勧告」や裁判所への「管理命令請求（民法改正対応）」、また

税情報を活用した「所有者探索」は、空家特措法と所有者不明土地法の双方に共通する最

重要施策であり、実務手順も同一である。 

・同一部署の職員が物件の形態（家か土地か）によって別々の計画書を参照するのではな

く、一つの統一された執行フローとして現行計画に組み込むべきである。 
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5 今後のスケジュール（案） 

 

 

令
和
８
年 

６月 第１回空家等対策協議会に計画改訂について提案 

７月 計画（素案）について庁内に提示、意見集約 

８月  

９月 
姶良市空家等対策協議会条例改正 

姶良市空家等庁内対策連絡会設置規程改正 

10月 議会全員協議会で計画改訂（案）説明 

11月 市民向けパブリックコメント実施 

12月  

令
和
９
年 

１月  

２月 第２回空家等対策協議会に計画（最終案）の提出 

３月 
第３次姶良市空家等対策計画・所有者不明土地対策計画と

して改訂 
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市町村 は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認めると

きは、地 裁判所に対し、 法第 264 条の８第１項の規定による命令の請求をすることができる。 

国の 政機関の 等は、所有者不明 地につき、その適切な管理のため特に必要があると認め

るときは、地 裁判所に対し、 法第 264 条の 2 第 1 項の規定による命令の請求をすることがで

きる。 

裁判所は、所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができない土地（土地が数人

の共有に属する場合にあっては、共有者を知ることができず、又はその所在を知ることができな

い土地の共有持分）について、必要があると認めるときは、利害関係人の請求により、その請求

に係る土地又は共有持分を対象として、所有者不明土地管理人（第四項に規定する所有者不明土

地管理人をいう。以下同じ。）による管理を命ずる処分（以下「所有者不明土地管理命令」とい

う。）をすることができる。 

裁判所は、所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができない建物（建物が数人

の共有に属する場合にあっては、共有者を知ることができず、又はその所在を知ることができな

い建物の共有持分）について、必要があると認めるときは、利害関係人の請求により、その請求

に係る建物又は共有持分を対象として、所有者不明建物管理人（第四項に規定する所有者不明建

物管理人をいう。以下この条において同じ。）による管理を命ずる処分（以下この条において「所

有者不明建物管理命令」という。）をすることができる。 
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